
○「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」（平成２３年６月３０日付国地契第１６号、国官技第１０５号、国営整第６２号、国北予第８号）の別添 運用ガイドライン 新旧対照表 

新 旧 

３－２ プロポーザル方式における具体的な審査・評価について 

（２）選定段階での技術評価 

プロポーザル方式の選定段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 
① （略）  

【②予定管理技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の同

種又は類似業務

等の実績の内容

【過去 10 年を基

本とする。件数を

評価する場合は

その旨を記述す

る。】 

 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実績、

又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験がある。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメント

した実務経験がある。 

③ ①②以外は選定しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のもの

については評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合は

これに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を

評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

15% 

(15%

～

20%)

～中略（図表）～ 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

資
格
要
件 

技術者資格

等 

技術者資格等、その専

門分野の内容 

 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測

量業務における測量士については参加要件とし評価

しない。】 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力
の
割
合
に
包
含
す
る 

情
報
収
集
力 

地域精通度 過去○年間の当該事務

所管内、周辺での受注

実績の有無【過去 10 年

を基本とする。内容を

評価する場合はその旨

を記述する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日ま

でに完了した当該事務所・周辺での業務実績の有無に

ついて下記の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あ

り。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実

績は国、都道府県、政令市の実績について評価対象と

すること。（なお、市町村、高速道路会社等の実績に

ついても、上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのな

い場合はこれに準ずる技術者として従事した者）とし

て従事した実績を評価対象とする。】 

～中略（図表）～ 

③ （略） 

３－２ プロポーザル方式における具体的な審査・評価について 

（２）選定段階での技術評価 

プロポーザル方式の選定段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 
① （略）  

【②予定管理技術者の評価】 
ア 原則として設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その専門分

野の内容 

 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業務

における測量士については参加要件とし評価しない。】 

15% 

(15%

～

20%)

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の同種又は類

似業務等の実績の内容【過

去 10 年を基本とする。件

数を評価する場合はその

旨を記述する。】 

 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実

績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験があ

る。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメ

ントした実務経験がある。 

③ ①②以外は選定しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のも

のについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

～中略（図表）～ 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

情
報
収
集
力 

地域精通度 過去○年間の当該事務

所管内、周辺での受注

実績の有無【過去 10 年

を基本とする。内容を

評価する場合はその旨

を記述する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記の順

位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のも

のについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。】 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

の
割
合
に
包
含
す
る 

 
～中略（図表）～ 

 ③ （略） 

（下線部分が改正部分） 



○「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」（平成２３年６月３０日付国地契第１６号、国官技第１０５号、国営整第６２号、国北予第８号）の別添 運用ガイドライン 新旧対照表 
新 旧 

（３） 特定段階での技術評価 

プロポーザル方式の特定段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【①配置予定技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の

同種又は類似

業務等の実績

の内容【過去

10 年を基本

とする。件数

を評価する場

合はその旨を

記述する。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実

績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験があ

る。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメ

ントした実務経験がある。 

③ ①②以外は特定しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のも

のについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

10% 

(5% 

～

10%)

～中略（図表）～ 

 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ  判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格

等、その専

門分野の内

容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量

業務における測量士については参加要件とし評価し

ない。】 
管
理
技
術
者
の
割
合
に
包
含
す
る 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間

の当該事務

所管内、周

辺での受注

実績の有無

【過去10年

を基本とす

る。内容を

評価する場

合はその旨

を 記 述 す

る。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日まで

に完了した当該事務所・周辺での業務実績の有無につい

て下記の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績

は国、都道府県、政令市の実績について評価対象とする

こと。（なお、市町村、高速道路会社等の実績について

も、上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない

場合はこれに準ずる技術者として従事した者）として従

事した実績を評価対象とする。】 

～中略（図表）～ 

②～⑤ （略） 

（３） 特定段階での技術評価 

プロポーザル方式の特定段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【①配置予定技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その専

門分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業務

における測量士については参加要件とし評価しない。】 

10% 

(5% 

～

10%)

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の同種又

は類似業務等の実績

の内容【過去 10 年を

基本とする。件数を評

価する場合はその旨

を記述する。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実

績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験があ

る。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメ

ントした実務経験がある。 

③ ①②以外は特定しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（な

お、市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等

のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

～中略（図表）～ 

 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

情
報
収
集
力 

地 域 精

通度 

過去○年間の当該事務

所管内、周辺での受注実

績の有無【過去 10 年を

基本とする。内容を評価

する場合はその旨を記

述する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日まで

に完了した当該事務所・周辺での業務実績の有無につ

いて下記の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実

績は国、都道府県、政令市の実績について評価対象と

すること。（なお、市町村、高速道路会社等の実績につ

いても、上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのな

い場合はこれに準ずる技術者として従事した者）とし

て従事した実績を評価対象とする。】 

管
理
技
術
者
の
割
合
に
包
含
す
る 

～中略（図表）～ 

 

②～⑤ （略） 
（下線部分が改正部分） 

 



○「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」（平成２３年６月３０日付国地契第１６号、国官技第１０５号、国営整第６２号、国北予第８号）の別添 運用ガイドライン 新旧対照表 
新 旧 

３－３ 総合評価落札方式（標準型）における具体的な審査・評価について 
（２）指名段階での技術評価 

総合評価落札方式（標準型）の指名段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

① （略） 
【②予定管理技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ  判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

専
門
技
術
力 

業務執行

技術力 

過去○年間の

同種又は類似

業務等の実績

の内容【過去

10 年を基本と

する。件数を

評価する場合

はその旨を記

述する。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実績、又は

過去に同種業務をマネジメントした実務経験がある。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメントした

実務経験がある。 

③ ①②以外は指名しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、都

道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、市

町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のものにつ

いては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合はこ

れに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を評価

対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】 

15% 

(15% 

～20%)

～中略（図表）～ 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ  判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その専門

分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測

量業務における測量士については参加要件とし評価し

ない。】 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力
の
割
合
に
包
含
す
る 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事務所

管内、周辺での受注実績

の有無【過去 10 年を基本

とする。内容を評価する

場合はその旨を記述す

る。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日まで

に完了した当該事務所・周辺での業務実績の有無につ

いて下記の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実

績は国、都道府県、政令市の実績について評価対象と

すること。（なお、市町村、高速道路会社等の実績につ

いても、上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのな

い場合はこれに準ずる技術者として従事した者）とし

て従事した実績を評価対象とする。】 

～中略（図表）～ 

③ （略） 

 

３－３ 総合評価落札方式（標準型）における具体的な審査・評価について 
（２）指名段階での技術評価 

総合評価落札方式（標準型）の指名段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

① （略） 
【②予定管理技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

資
格
要
件 

技術者資

格等 

技術者資格等、その専門

分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業務にお

ける測量士については参加要件とし評価しない。】 

15% 

(15%

～

20%)

専
門
技
術
力 

業務執行

技術力 

過去○年間の同種又は

類似業務等の実績の内

容【過去 10 年を基本と

する。件数を評価する場

合はその旨を記述す

る。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実績、又は

過去に同種業務をマネジメントした実務経験がある。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメントした

実務経験がある。 

③ ①②以外は指名しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、都

道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、市

町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のものにつ

いては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合はこ

れに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を評価

対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】 

～中略（図表）～ 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事務所

管内、周辺での受注実績

の有無【過去 10 年を基本

とする。内容を評価する

場合はその旨を記述す

る。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了し

た当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記の順位で評

価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、都

道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、市

町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のものにつ

いては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合はこ

れに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を評価

対象とする。】 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

の
割
合
に
包
含
す
る 

～中略（図表）～ 

（下線部分が改正部分） 



○「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」（平成２３年６月３０日付国地契第１６号、国官技第１０５号、国営整第６２号、国北予第８号）の別添 運用ガイドライン 新旧対照表 
新 旧 

（３）入札段階での技術評価 

総合評価落札方式（標準型）の入札段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【①� 予定技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価ｳｪｲﾄ 

 判断基準 1:3 1:2

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年

間の同種

又は類似

業務等の

実績の内

容【過去

10 年を基

本 と す

る。件数

を評価す

る場合は

その旨を

記 述 す

る。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日まで

に完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研

究実績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経

験がある。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日まで

に完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネ

ジメントした実務経験がある。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は

国、都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。

（なお、市町村、高速道路会社等の実績についても、上記

と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場

合はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事し

た実績を評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】 

10%

(5%

～

10%)

15%

(7.5%

～

15%)

～中略（図表）～ 

 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その専

門分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測

量業務における測量士については参加要件とし評価

しない。】 管
理
技
術
者
の
割
合
に
包
含
す
る 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事

務所管内、周辺での受

注実績の有無【過去

10 年を基本とする。

内容を評価する場合

はその旨を記述す

る。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日ま

でに完了した当該事務所・周辺での業務実績の有無に

ついて下記の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あ

り。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実

績は国、都道府県、政令市の実績について評価対象と

すること。（なお、市町村、高速道路会社等の実績に

ついても、上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのな

い場合はこれに準ずる技術者として従事した者）とし

て従事した実績を評価対象とする。】 

～中略（図表）～ 

②～④ （略） 

（３）入札段階での技術評価 

総合評価落札方式（標準型）の入札段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【①予定技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価ｳｪｲﾄ 

 判断基準 1:3 1:2

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技 術 者 資 格

等、その専門

分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業務にお

ける測量士については参加要件とし評価しない。】 

10%

(5%

～

10%)

15%

(7.5%

～

15%)

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の

同種又は類似

業務等の実績

の内容【過去

10 年を基本と

する。件数を

評価する場合

はその旨を記

述する。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実績、又は

過去に同種業務をマネジメントした実務経験がある。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメントした

実務経験がある。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、都

道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、市

町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のものにつ

いては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合はこ

れに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を評価

対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】 

～中略（図表）～ 

 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事

務所管内、周辺での受

注実績の有無【過去

10 年を基本とする。

内容を評価する場合

はその旨を記述す

る。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完了

した当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記の順位

で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のもの

については評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合は

これに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を

評価対象とする。】 

管
理
技
術
者
の
割
合
に
包
含
す
る 

～中略（図表）～ 

②～④ （略） 

（下線部分が改正部分） 



○「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」（平成２３年６月３０日付国地契第１６号、国官技第１０５号、国営整第６２号、国北予第８号）の別添 運用ガイドライン 新旧対照表 
新 旧 

３－４ 総合評価落札方式（簡易型）における具体的な審査・評価について 

（１） （略） 
（２）指名段階での技術評価 

総合評価落札方式（簡易型）の指名段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【②予定管理技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ  判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の同

種又は類似業務

等の実績の内容

【過去 10 年を基

本とする。件数を

評価する場合は

その旨を記述す

る。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実

績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験があ

る。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメ

ントした実務経験がある。 

③ ①②以外は指名しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のも

のについては評価する）また、担当技術者としての実績も評

価対象とすること。 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。  

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

15% 

(15% 

～20%)

～中略（図表）～ 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その

専門分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業

務における測量士については参加要件とし評価しない。】 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力
の
割
合
に
包
含
す

る 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事

務所管内、周辺での

受注実績の有無【過

去 10 年を基本とす

る。内容を評価する

場合はその旨を記述

する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記

の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は

国、都道府県、政令市の機関の実績について評価対象とす

ること。（なお、市町村、高速道路会社等の実績についても、

上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場

合はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事し

た実績を評価対象とする。】 

～中略（図表）～ 

 

３－４ 総合評価落札方式（簡易型）における具体的な審査・評価について 

（１） （略） 
（２）指名段階での技術評価 

総合評価落札方式（簡易型）の指名段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【②予定管理技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その専門

分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業務に

おける測量士については参加要件とし評価しない。】 

15% 

(15% 

～20%)

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の同種又は類

似業務等の実績の内容

【過去 10 年を基本とす

る。件数を評価する場合

はその旨を記述する。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実績、

又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験がある。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメント

した実務経験がある。 

③ ①②以外は指名しない。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のもの

については評価する）また、担当技術者としての実績も評価対

象とすること。 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合は

これに準ずる技術者として従事した者）として従事した実績を

評価対象とする。  

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

～中略（図表）～ 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価 

項目 

評価の着目点 評価

ｳｪｲﾄ 判断基準 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事務所管

内、周辺での受注実績の有無

【過去 10 年を基本とする。

内容を評価する場合はその

旨を記述する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記

の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は

国、都道府県、政令市の機関の実績について評価対象とす

ること。（なお、市町村、高速道路会社等の実績についても、

上記と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場

合はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事し

た実績を評価対象とする。】 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

の
割
合
に
包
含
す
る 

～中略（図表）～ 

（下線部分が改正部分） 



 
○「建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」（平成２３年６月３０日付国地契第１６号、国官技第１０５号、国営整第６２号、国北予第８号）の別添 運用ガイドライン 新旧対照表 

新 旧 

（３）入札段階での技術評価 
総合評価落札方式（簡易型）の入札段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【①予定技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ 

(1:1)  判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間

の同種又は

類似業務等

の実績の内

容【過去 10

年を基本と

する。件数

を評価する

場合はその

旨を記述す

る。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実

績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験があ

る。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメ

ントした実務経験がある。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（なお、

市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等のも

のについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

25% 

(12.5% 

～25%)

～中略（図表）～ 

 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ 

(1:1)  判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技 術 者 資 格

等、その専門

分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業

務における測量士については参加要件とし評価しない。】 管
理
技
術
者
の
割
合
に
包
含
す
る 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の

当該事務所管

内、周辺での

受注実績の有

無【過去 10

年を基本とす

る。内容を評

価する場合は

その旨を記述

する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記

の順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は

国、都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。

（なお、市町村、高速道路会社等の実績についても、上記

と同等のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場

合はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事し

た実績を評価対象とする。】 

～中略（図表）～ 

②～④ （略） 

（３）入札段階での技術評価 
総合評価落札方式（簡易型）の入札段階における評価基準及び評価ウェイトの設定例 

【①予定技術者の評価】 

ア 原則として設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ 

(1:1)  判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

管
理
技
術
者 

資
格
要
件 

技術者

資格等 

技術者資格等、その専

門分野の内容 

下記の順位で評価する。 

① 表３－４の①に掲げる資格を有する。 

② 表３－４の②に掲げる資格を有する。 

【注：業務内容に応じて適宜設定すること。なお、測量業務

における測量士については参加要件とし評価しない。】 

25% 

(12.5% 

～25%)

専
門
技
術
力 

業務執

行技術

力 

過去○年間の同種又は

類似業務等の実績の内

容【過去 10 年を基本と

する。件数を評価する

場合はその旨を記述す

る。】 

下記の順位で評価する。 

① 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した同種業務の実績、過去に○○○○に関する研究実

績、又は過去に同種業務をマネジメントした実務経験があ

る。 

② 平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに

完了した類似業務の実績、又は過去に類似業務をマネジメ

ントした実務経験がある。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（な

お、市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等

のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。 

注３：〔参考８〕に同種・類似業務の取扱事例について示す。】

～中略（図表）～ 

 

イ 必要に応じて設定する項目 

評価項目 
評価の着目点 評価 

ｳｪｲﾄ 

(1:1)  判断基準 

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
実
績
等 

担
当
・
照
査
技
術
者 

情
報
収
集
力 

地域精

通度 

過去○年間の当該事務

所管内、周辺での受注

実績の有無【過去 10 年

を基本とする。内容を

評価する場合はその旨

を記述する。】 

平成○○年度以降【標準として過去 10 年】公示日までに完

了した当該事務所・周辺での業務実績の有無について下記の

順位で評価する。 

① 当該事務所管内における業務実績あり。 

② 当該地域（当該県・○○県）管内での業務実績あり。 

【注１：業務内容に応じて適宜設定すること。業務実績は国、

都道府県、政令市の実績について評価対象とすること。（な

お、市町村、高速道路会社等の実績についても、上記と同等

のものについては評価する） 

注２：管理技術者あるいは担当技術者（又は定めのない場合

はこれに準ずる技術者として従事した者）として従事した実

績を評価対象とする。】 

管
理
技
術
者
の
割
合
に
包
含
す
る 

～中略（図表）～ 

②～④ （略） 

（下線部分が改正部分） 


